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平成 29 年試験

第Ⅱ回短答式試験問題

財務会計論
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満　点　200 点　問題 1〜22 各 8 点
　　　　　　　　問題 23〜26 各 6 点
時　間　 2時間
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1　試験開始の合図があるまで，この問題冊子や筆記用具に触れないでください。触れた場合
は，不正受験とみなすことがあります。
2　試験中の使用が認められたもの以外は，全てかばん等の中にしまい，足下に置いてください。衣	
服のポケット等にも入れないでください。試験中の使用が認められているものは，次のとおりです。
筆記用具，算盤又は電卓（基準に適合したものに限る。），時計又はストップウォッチ（計時機	
能のみを有するものに限る。），ホッチキス，定規及び耳栓
使用が認められたもの以外を机上及び机の中に置いている場合は，不正受験とみなすことが
あります。試験中，試験官が必要と認めた場合は，携行品の確認をすることがあります。
3　携帯電話等の通信機器の取扱いについては，試験官の指示に従ってください。指示に従わな
い場合は，不正受験とみなすことがあります。
4　試験官の指示に従わない場合，また，周囲に迷惑をかける等，適正な試験の実施に支障を来
す行為を行った場合は，不正受験とみなすことがあります。
5　不正受験と認めた場合は，直ちに退室を命ずることがあります。
6　試験時間は， 2時間です。
7　試験開始の合図により，試験を始めてください。
8　試験問題及び答案用紙は，必ず机上に置いてください。椅子や机の下等には置かないでください。
9　この問題冊子には，問題 26 問が掲載されており， 1頁から 28 頁までとなっています。
試験開始の合図の後，まず頁を調べ，印刷不鮮明，落丁等があれば黙って挙手し，試験官に
申し出てください。
10　答案は，配付した答案用紙（マークシート）で作成してください。
11　答案作成に当たっては，B又は HBの黒鉛筆（シャープペンシルも可），プラスチック製の
消しゴムを使用してください。
12　答案用紙の所定欄に①受験番号②氏名を正しく記入し，かつ，受験番号を正しくマークして
ください。正しく記載されていない場合には，採点されないことがあります。
13　各問題とも解答は複数の選択肢の中から最も適切なものを一つ選び，答案用紙の解答欄に正
しくマークしてください。解答欄に複数マークしている場合は，その問題は不正解になります。
14　問題に関する質問には，一切応じません。
15　試験開始後 60 分間及び試験終了前 10 分間は，答案用紙の提出及び試験室からの退室はでき
ません。それ以外の時間に中途退室する場合には，必ず挙手し，試験官が答案用紙を受け取り
確認するまで席を立たないでください。
16　試験中，やむを得ない事情で席を離れる場合は，挙手の上，試験官の指示に従ってください。
17　試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き，答案用紙を裏返してください。試験終了後
に答案用紙や筆記用具に触れた場合は，不正受験とみなすことがあります。試験官が答案用紙
を集め終わり指示するまで，絶対に席を立たないでください。
18　問題冊子は，試験終了後，持ち帰ることができます。
なお，中途退室する場合には，問題冊子の持ち出しは認めません。問題冊子が必要な場合
は，各自の席に置いておきますので，試験終了後，速やかに取りに来てください。

注 意 事 項
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討議資料「財務会計の概念フレームワーク」に関する次の記述について，正しいものには

○，誤っているものには×を付すとき，正しい組合せとして最も適切なものの番号を一つ

選びなさい。（ 8点）

ア．貸借対照表と損益計算書が投資のポジションと成果を開示するという役割を担ってい

るため，それぞれの構成要素は，これらの役割を果たすものに限られる。

イ．企業の投資の成果は，最終的には，投下した資金と回収した資金の差額に当たるネッ

ト・キャッシュフローであり，各期の利益の合計がその額に等しくなることが，利益の

測定にとって基本的な制約になる。純利益はこの制約を満たすが，包括利益はこの制約

を満たさない。

ウ．収益を生み出す資産の増加は，事実としてのキャッシュ・インフローの発生という形

をとる。そうしたキャッシュ・インフローについては，投資のリスクからの解放に基づ

いて，収益としての期間帰属を決める必要がある。なお，事業に拘束されている資産に

ついては，現実とは異なる売却取引等を仮定し，キャッシュ・インフローを擬制して，

収益を把握する。

エ．投資のリスクとは，投資の成果の不確実性であるから，成果が事実となれば，それは

リスクから解放されることになる。投資家が求めているのは，投資に当たって期待され

た成果に対して，どれだけ実現可能な成果が得られるのかについての情報である。

ア イ ウ エ

1． ○ × × ×

2． ○ × × ○

3． ○ ○ ○ ×

4． × ○ ○ ○

5． × ○ ○ ×

6． × × × ○

問題 1
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次の〔資料〕に基づき，Ｘ1年度（Ｘ1年 4月 1 日〜Ｘ2年 3 月 31 日）の期末の本店勘定で

示される次期繰越高の金額として最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

1．当社は，本店のほかに 1支店を設けており，支店の会計は本店から独立している。

Ｘ2年 3 月 25 日以前に本支店間の未達事項はなく，同日までの会計処理は全て適正

に行われている。

2．Ｘ2年 3月 25 日における支店勘定残高

7,000,000 円（借方）

3．Ｘ2年 3月 26 日から 31 日までの本店の全ての取引

26 日　�Ａ商店に，商品 200,000 円を売り渡し，代金は同店振出し，当社あての約束

手形で受け取った。

27 日　�支店に商品 350,000 円（原価）を発送した。

28 日　�本店の本月分の給料 5,000,000 円の支払に当たり，所得税額 500,000 円を差

し引き，残額を現金で支払った。

29 日　�本店の広告料 150,000 円を，支店が小切手を振出して立替払いした旨の通知

を受けた。

30 日　�支店の買掛金を支払うため，26 日に受け取っていたＡ商店振出しの約束手形

200,000 円を裏書譲渡した。なお，債務保証は考慮しない。

31 日　�支店は，当期純利益 170,000 円を計上し，本店はその通知を受けた。

4．上記 3．のうち，Ｘ2年 3月 30 日の取引は，期末時点で支店に未達であった。それ

以外に本支店間の未達事項はなかった。なお，当社は，未達取引の整理については，

仕訳帳や総勘定元帳を通さず財務諸表上で直接行う方法によっている。

1．7,030,000 円	 2．7,230,000 円	 3．7,330,000 円

4．7,370,000 円	 5．7,530,000 円	 6．7,570,000 円

問題 2
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「企業会計原則」の一般原則に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適

切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．財務諸表は，情報の利用者の意思決定に役立つ有用な情報であることが期待されてい

るため，同一の会計事象について複数の会計処理方法が認められている場合には，それ

ぞれの会計処理の結果を併記して，その中のどれを利用するかは情報の利用者に委ねる

ことが真実性の原則に合致することになる。

イ．財務会計の情報提供機能を果たすためには，全ての取引について，正規の簿記の原則

に従って正確な会計帳簿を作成しなければならない。ただし，金額の重要性が乏しい場

合には，項目の性質にかかわらず，簡便な会計処理の方法を採用することができる。

ウ．「企業会計は，その処理の原則及び手続を毎期継続して適用し，みだりにこれを変更

してはならない」という継続性の原則は，主として会計数値の期間比較可能性を確保す

るためのものであるので，注記によって処理の原則または手続の変更の内容と影響を十

分に開示しても，経営者の意図でこれらを自由に変更することは許されない。

エ．「企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある場合には，これに備えて適当に健全

な会計処理をしなければならない」という保守主義の原則は，予測される将来の危険に

備えて，慎重な判断に基づく会計処理を行うことを求めるものであるが，過度に保守的

な会計処理を行うことは，企業の財政状態および経営成績の真実な報告をゆがめること

になるので認められない。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題 3
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次の〔資料〕に基づき，Ｘ1年度末の貸借対照表に計上する現金の金額として最も適切な

ものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

1．Ｘ1年度末の決算整理前の現金の帳簿残高　　　1,279,643 円

2．決算に当たり，金庫内を調べたところ，以下のものが保管されていた。

⑴　外国通貨　　　　　�1,450 ドル（Ｘ1 年度に取得。取得時における外国通貨為替

レート 1ドル＝ 103 円）

⑵　小切手

振出人が得意先で，振出日がＸ1年度決算日以前のもの　　　　780,000 円

振出人が得意先で，振出日がＸ1年度決算日の翌日以後のもの　115,600 円

振出人が自社で，振出日がＸ1年度決算日以前のもの　　　　　365,000 円

⑶　郵便為替証書　　　300,000 円

⑷　社債券の利札

利払日がＸ1年度決算日以前のもの　　　　220,000 円

利払日がＸ1年度決算日の翌日以後のもの　480,000 円

⑸　新幹線回数券　　　 6枚（82,140 円）

⑹　収入印紙　　　　　38,000 円

⑺　領収書

仮払金領収書（現金払い）　100,000 円

切手現金購入時の領収書　 62,140 円

⑻　配当金領収証　　　280,000 円

3．金庫内に保管されていたもののうち，外国通貨，振出人が得意先で振出日がＸ1年

度決算日以前の小切手，新幹線回数券，収入印紙については，取得時に適切に記帳さ

れていたが，残りのものについては，未記帳であることが判明した。

4．Ｘ1年度決算日における外国通貨為替レートは， 1ドル＝ 112 円である。

5．上記 1．〜 4．のほかに，現金勘定の修正に関する事項はなかった。

1．1,357,503 円	 2．1,650,553 円	 3．1,917,503 円

4．1,930,553 円	 5．2,079,643 円	 6．2,295,553 円

問題 4
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次の〔資料〕に基づき，Ｘ1年度末の貸借対照表に計上する商品の金額として最も適切な

ものの番号を一つ選びなさい。なお，会計処理は「棚卸資産の評価に関する会計基準」に従

うこと。原価率の計算結果に端数が生じる場合，小数点第 4位を四捨五入すること。原価

率以外の計算結果に端数が生じる場合，円未満を四捨五入すること。（ 8点）

〔資料〕

1．Ｘ1年度期首の商品棚卸高

⑴　原価　　　　　　　　　　 8,670,500 円

⑵　小売価額　　　　　　　　12,572,200 円

2．Ｘ1年度期中の商品純仕入高等

⑴　純仕入高　　　　　　　　58,934,800 円

⑵　純仕入高原始値入額　　　21,819,500 円

⑶　値上額　　　　　　　　　 3,310,500 円

⑷　値下額　　　　　　　　　 2,776,500 円

⑸　値上取消額　　　　　　　　　58,000 円

⑹　値下取消額　　　　　　　　　93,750 円

3．Ｘ1年度期中の商品売上高　　　　　　　　　　 87,445,050 円

4．Ｘ1年度末に判明した商品減耗分の小売価額　　　　 25,200 円

5．Ｘ1年度末商品（実際有高）の正味売却価額　　　　4,650,200 円

6．期末の棚卸資産の評価には売価還元法（原価法）を採用しており，収益性の低下に

よって簿価を切り下げる場合は，正味売却価額に基づいて行っている。

1．4,498,200 円	 2．4,626,720 円	 3．4,644,864 円

4．4,650,200 円	 5．4,651,920 円	 6．4,670,064 円

問題 5
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次の〔資料〕に基づき，Ｘ4年度末の貸借対照表に計上する有形固定資産の合計額として

最も適切なものの番号を一つ選びなさい。なお，計算結果に端数が生じる場合，円未満を

四捨五入すること。（ 8点）

〔資料〕

1．Ｘ3年度末の有形固定資産

⑴　建物，機械および土地の取得原価および取得時期

取得原価 取得時期

建　物  75,000,000 円 Ｘ1年度期首

機　械  46,000,000 円 Ｘ1年度期首

土　地 126,000,000 円 Ｘ1年度期首

上記の固定資産は取得と同時に使用を開始している。

⑵　建設仮勘定の残高：8,700,000 円

2．有形固定資産の取得時の見積耐用年数

⑴　建物　　　　30 年

⑵　機械　　　　10 年

⑶　構築物　　　15 年

3．有形固定資産の減価償却方法

減価償却方法として残存価額をゼロとする定額法を採用している。

4．Ｘ4年度に判明した事項

⑴　建設仮勘定の残高は，全て構築物の建設のための工事分であり，Ｘ3年度第 3四

半期首にその全ての工事が完了し，同時にその使用を開始していたが，建設仮勘定

から構築物への振替は行われていなかった。

⑵　機械の耐用年数は，Ｘ4年度期首に 10 年から 8年に変更し，会計上の見積りの

変更として取り扱った。

5．Ｘ4年度において，上記以外の有形固定資産の金額に影響する取引および事象はな

かった。

1． 98,590,000 円	 2．102,615,000 円	 3．224,590,000 円

4．224,880,000 円	 5．227,295,000 円	 6．228,615,000 円

問題 6



7 280529

平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論

平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論 Ｍ1―11

平
成
29
年
第
Ⅱ
回
短
答
式
財
務
会
計
論

次の〔資料〕に基づき，Ｘ4年 3月期（Ｘ3年 4月 1 日〜Ｘ4年 3 月 31 日）の損益計算書に

計上される社債利息およびＸ4年 3月期末（Ｘ4年 3月 31 日）の貸借対照表に計上される社

債の金額の組合せとして最も適切なものの番号を一つ選びなさい。なお，計算結果に端数

が生じる場合，千円未満を四捨五入すること。（ 8点）

〔資料〕

1．転換社債型新株予約権付社債の発行

額面総額：250,000 千円

払込金額：225,000 千円

期間：Ｘ1年 4月 1日〜Ｘ11 年 3 月 31 日

利率： 0％

2．Ｘ3年 4 月 1 日に，上記転換社債型新株予約権付社債の半分について新株予約権の

行使の請求があり，新株を発行した。

3．償却原価法の適用に当たっては，定額法によるものとする。

社債利息 社　債

1．     0 千円 112,500 千円

2． 1,250 千円 112,500 千円

3．     0 千円 115,000 千円

4． 1,250 千円 115,000 千円

5．     0 千円 116,250 千円

6． 1,250 千円 116,250 千円

問題 7
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「払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計処理」に関す

る次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．自己新株予約権は資産性を有するので，自己新株予約権とこれに対応する新株予約権

の金額を相殺表示することなく，貸借対照表の資産の部と純資産の部に両建て表示する

のが，実態に即していると考えられる。

イ．自己新株予約権の取得は，株主との資本取引ではなく，新株予約権者との損益取引で

あるが，自己新株予約権の取得時には，その後，当該自己新株予約権を消却するか処分

するかが必ずしも明らかではないため，取得時には損益を計上しない。

ウ．自己新株予約権を消却した場合，消却した自己新株予約権の時価とこれに対応する新

株予約権の帳簿価額の差額を，自己新株予約権消却損（または自己新株予約権消却益）等

の適切な科目をもって当期の損益として処理する。

エ．自己新株予約権の帳簿価額が，対応する新株予約権の帳簿価額を超える場合におい

て，当該自己新株予約権の時価が著しく下落し，回復する見込みがあると認められない

ときは，当該自己新株予約権の帳簿価額と時価との差額（ただし，自己新株予約権の時

価が対応する新株予約権の帳簿価額を下回るときは，当該自己新株予約権の帳簿価額と

当該新株予約権の帳簿価額との差額）を当期の損失として処理する。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題 8
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ソフトウェア取引に係る収益の会計に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとし

て最も適切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．市場販売目的のソフトウェア取引と当該ソフトウェアの販売後一定期間にわたる関連

サービスの提供を同一の契約書において締結している複合取引において，管理上の適切

な区分に基づき，販売する財または提供するサービスの内容や，それぞれの金額の内訳

が顧客との間で明らかにされている場合には，契約上の対価を適切に分解し，財につい

ては各々の成果物の提供が完了した時点で，サービスについては契約期間が満了した時

点で収益を認識するのが適切である。

イ．受注制作のソフトウェア取引において， 1つのソフトウェア開発プロジェクトに係る

契約を，いくつかのフェーズごとに分割して締結し，そのフェーズごとに検収を行う分

割検収の場合，分割された契約の単位の内容が一定の機能を有する成果物の提供であ

り，かつ，顧客との間で納品日について事前の取決めがあるときは，最終的なプログラ

ム完成前でも，時系列的な作業の実施に基づきフェーズごとに収益を認識しなければな

らない。

ウ．市場販売目的のソフトウェア取引において，顧客（ユーザー）との間で当該取引に関す

る契約書等を取り交わし，納品が完了した時点で一定の機能を有する成果物の提供の完

了を確認している場合でも，売上計上後に顧客に対して多額の返金または大幅な値引き

が見込まれるようなときには，収益を認識するに当たって，企業はその事実の存在を確

認し，客観的に説明ができるようにする必要がある。

エ．ソフトウェア関連取引には，受託販売で手数料収入のみを得ることを目的とする代理

人の取引のように，一連の営業過程における仕入および販売に関して通常負担すべき瑕

疵担保，在庫リスクまたは信用リスク等の様々なリスクを負わない取引も含まれる。こ

のような取引において，当該代理人は，販売取引の総額ではなく，手数料部分のみを収

益として計上する。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題 9
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平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論 Ｍ1―14

〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕に基づき，Ａ社の個別貸借対照表に計上する商品売買に関する

流動資産の額（決算整理前残高試算表に記載のない勘定科目は除く。）と個別損益計算書に

おける売上総利益の額の正しい組合せとして最も適切なものの番号を一つ選びなさい。な

お，Ａ社が委託販売契約を結んでいるのはＢ社のみである。（ 8点）

〔資料Ⅰ〕

決算整理前残高試算表（一部）

繰 越 商 品 264,000� 一 般 売 上 3,280,000

未 着 品 316,800 未着品売上 320,000

積 送 品 推　定

繰延積送諸掛 16,000

仕 入 1,760,000

〔資料Ⅱ〕　決算整理事項

1．期末手許商品棚卸高は，220,000 円である。なお，棚卸減耗はないものとする。

2．当期仕入数量は 3,000 個であり，返品，値引き等はなく，仕入単価は前期，当期と

も同一であった。

3．積送品は，積送時に仕入勘定から積送品勘定に振り替え，販売に係る積送品の原価

を決算整理において一括して仕入勘定に振り戻している。

4．Ｂ社から下記の委託販売に関する売上計算書の送付を受けた。Ｂ社は諸経費につい

て期中の発生額をＡ社に請求している。なお，Ａ社は委託販売に関する諸経費につい

ては積送諸掛勘定で処理している。

売上計算書

摘要 数量（個） 単価（円） 金額（円）

当期売上高 売 上   900 1,600 1,440,000

当期諸経費 引 取 費 用 1,000    30    30,000

保 管 料 1,000    50    50,000

販売手数料   900   320   288,000

差引送金額 1,072,000

5．上記売上計算書の結果，積送品の状況は以下のようになった。

前期繰越数量　200 個　　当期積送数量　1,000 個　　次期繰越数量　300 個

6．〔資料Ⅰ〕の繰延積送諸掛勘定は前期からの繰越額であり，Ａ社は決算時に再振替仕

訳を行っている。

問題10

（単位：円）
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7．期首未着品原価は 105,600 円であり，貨物代表証券の転売による原価は，決算整理

において一括して仕入勘定に振り替えている。なお，貨物代表証券の転売の原価率

は，一般販売の原価率より 5％高くしている。

8. 前期および当期において，収益性の低下による簿価切下げは生じていないものとす

る。

（単位：円）

流動資産 売上総利益

1． 608,800 1,868,000

2． 608,800 2,079,200

3． 616,800 1,876,000

4． 616,800 2,252,000

5． 632,800 1,892,000

6． 632,800 2,252,000
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平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論 Ｍ1―16

財務諸表の注記に関する次の記述のうち，正しいものの記号または記号の組合せとして

最も適切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．重要な会計方針として引当金の計上基準を注記する場合，引当金の計算の基礎を記載

することは要求されているが，引当金を計上する理由やその他の設定の根拠についての

注記は要求されていない。

イ．貸借対照表日において，企業が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な

疑義を生じさせるような事象または状況が存在する場合であっても，企業が改善のため

の対応をすることにより，継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められない場合

には，継続企業の前提に関する注記を記載しないことができる。

ウ．債務保証や係争事件から生じる賠償義務等の偶発債務については，その発生の可能性

が高く，金額を合理的に見積もることができるようになった時点から，偶発債務の内容

と金額を注記しなければならない。

エ．修正後発事象（第一の事象）とは，決算日後に生じた事象であって，発生した事象の実

質的原因が決算日現在において既に存在しているため，財務諸表の修正を行う必要があ

る事象であり，開示後発事象（第二の事象）とは，決算日後に生じた事象であって，翌事

業年度以降の財務諸表に影響を及ぼすため，財務諸表に注記を行う必要がある事象であ

る。

1．イ	 2．エ	 3．アイ

4．イウ	 5．イエ	 6．イウエ

問題11
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当社は，売買目的有価証券として，Ａ社株式，Ｂ社株式およびＣ社株式の 3つを保有し

ている。次の〔資料〕に基づき，売買目的有価証券の貸借対照表価額の金額として最も適切

なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

銘　柄 保有数 終値（円）
売り気配値（円） 買い気配値（円）

最安値 最高値 最安値 最高値

Ａ社株式 1,000 株 ― 7,370 7,560 ― ―

Ｂ社株式 2,000 株 ― ― ― 432 510

Ｃ社株式 4,000 株 ― 1,080 1,100 850 990

1．12,094 千円	 2．12,324 千円	 3．12,427 千円

4．12,530 千円	 5．12,710 千円	 6．12,760 千円

問題12
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平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論 Ｍ1―18

当社は，テナントとして入居予定のビル建設に要する資金 6,000 千円（名目元本）を，Ｘ1

年 4 月 1 日に地主であるＡ社に対して，建設協力金として支払った。次の〔資料〕に基づ

き，Ｘ3年度（Ｘ3年 4月 1 日〜Ｘ4年 3月 31 日）の損益計算書に計上される建設協力金に

係る受取利息および支払家賃の金額の組合せとして最も適切なものの番号を一つ選びなさ

い。なお，計算結果に端数が生じる場合，千円未満を四捨五入すること。（ 8点）

〔資料〕

1．本問の建設協力金は，テナントとして入居予定であるビルの賃貸に係る預託保証金

に該当するため，当初認識時の時価は返済期日までのキャッシュ・フローを割り引い

た現在価値とするべきものである。また，支払額 6,000 千円と当該時価との差額は長

期前払家賃として計上し，契約期間にわたって毎期均等額を支払家賃として費用計上

することとする。

2．建設協力金の契約条件は次のとおりである。

⑴　契約期間：Ｘ1年 4月 1日からＸ6年 3月 31 日までの 5年間

⑵　返済条件：Ｘ3年度末（Ｘ4年 3月 31 日）からＸ5年度末（Ｘ6年 3月 31 日）までの

各年度末において，Ａ社から名目元本相当額 2,000 千円ずつ受け取る。

⑶　利息：当初 2年間（Ｘ1年 4月 1日からＸ3年 3月 31 日まで）は無利息とし，その

後 3年間（Ｘ3年 4月 1日からＸ6年 3月 31 日まで）は各期首時点における名目元本

の未回収残高に年率 2％を乗じた額を利息として，各年度末に名目元本相当額 2,000�

千円と合わせてＡ社から受け取る。

3．本取引に使用すべき割引率（市場で観測されたもの）は，全ての期間にわたり 5％と

する。

受取利息 支払家賃

1． 120 千円  47 千円

2． 120 千円 172 千円

3． 259 千円 260 千円

4． 272 千円 212 千円

5． 283 千円 172 千円

6． 312 千円 172 千円

問題13
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「ストック・オプション等に関する会計基準」および同適用指針に関する次の記述につい

て，正しいものには○，誤っているものには×を付すとき，正しい組合せとして最も適切

なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．付与されたストック・オプションの権利が確定した後に，株価の低迷等の事情により

権利が行使されないままストック・オプションが失効した場合，新株予約権として計上

された金額のうち失効部分に対応する金額を，過去における費用の認識を取り消すため

に，原則として「新株予約権戻入益」等の科目名称を用いて特別利益として計上する。

イ．ストック・オプションに関して株式報酬費用を認識するのは，ストック・オプション

が，権利行使された場合に新株が時価未満で発行されることに伴ってオプションを付与

された側に生ずる利益（付与時点では，その利益に対する期待価値）を，サービスの対価

として付与するものであり，この取引の結果，企業に帰属することとなったサービスを

消費することにより，費用を生じる取引としての性格を有していると考えられるからで

ある。

ウ．付与したストック・オプションと，これに応じて提供されたサービスとは対価関係に

あり，それらは契約成立の時点（ストック・オプションの付与日）において，等価で交換

されていると考えられるため，付与日以降の当該ストック・オプションの公正な評価単

価の変動を費用の計算に反映させてはならないが，当該ストック・オプションの条件変

更による評価単価の変動は契約条件の変更と見なされるため，費用の計算に反映しなけ

ればならない。

エ．ストック・オプションの付与後に，ストック・オプション数を変動させる勤務条件の

変更とともに，対象勤務期間を延長した場合，条件変更の前後で報酬としての同一性を

失い，条件変更分が別の報酬になるとみなし，条件変更によるストック・オプション数

の変動に見合う，ストック・オプションの公正な評価額の変動額のみを新たな残存期間

にわたって費用計上する。

ア イ ウ エ

1． ○ × × ×

2． × ○ × ×

3． × ○ ○ ×

4． × ○ × ○

5． ○ ○ × ×

6． ○ ○ × ○

問題14
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「リース取引に関する会計基準」および同適用指針に関する次の記述のうち，正しいもの

の記号または記号の組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の残存価額は原則としてゼ

ロであるが，リース契約上に残価保証の取決めがある場合は，借手は，原則として，当

該残価保証額を残存価額として，企業の実態に応じた方法を適用してリース資産を償却

する。この場合，自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により減価

償却費を算定する必要はない。

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引の借手の会計処理において，リース契約を中

途解約した場合には，リース資産の未償却残高をリース資産除却損として処理し，貸手

に対して中途解約による規定損害金を支払う必要が生じたときは，リース債務未払残高

と当該規定損害金との差額を支払時に損益に計上する。この場合，リース債務解約損

は，リース資産除却損と区別する必要があるため，損益計算書上，重要性の観点から合

算して表示することはできない。

ウ．土地と建物を一括したリース取引について，賃貸借契約において土地部分と建物部分

が明確に区分されていない場合であっても，借手は，全体のリース料総額から土地の合

理的な見積賃料を差し引いた額を建物のリース料総額とみなす等の最も実態に合った方

法により両者を分割して，現在価値基準の判定をしなければならない。この場合，ファ

イナンス・リース取引に該当するか否かが売却損益の算出に影響を与えるセール・アン

ド・リースバック取引を除き，土地の賃料が容易に判別できないときには，両者を区別

せずに現在価値基準の判定を行うことが許容されている。

エ．リース契約に再リースが含まれている場合，通常，再リース期間が 1年以内であり，

再リース料も少額であることから，借手が再リースを行う意思が明らかであるか否かに

かかわらず，現在価値基準の適用に当たっては再リース期間を解約不能のリース期間に

含めない。この場合，再リース料は発生時の費用として処理することが適当である。

1．ア	 2．アウ	 3．アエ

4．イウ	 5．イエ	 6．アウエ

問題15
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当社は，非積立型の退職一時金制度を採用している。次の〔資料〕に基づき，当社のＸ1

年度（Ｘ1年 4月 1日〜Ｘ2年 3月 31 日）の連結貸借対照表および連結損益計算書に計上さ

れる退職給付に係る負債，退職給付費用，退職給付に係る調整額（その他の包括利益）の金

額の組合せとして最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

1．Ｘ1年 3 月 31 日における数理計算（割引率は 5.0 ％）による退職給付債務および退

職給付に係る負債の金額は 25,000 百万円であった。また，同日において，未認識数

理計算上の差異および未認識過去勤務費用はゼロであった。

2．Ｘ1年 4月 1日における数理計算（割引率は 5.0 ％）の結果，Ｘ1年 4月 1日からＸ2

年 3 月 31 日までの勤務費用と利息費用は，それぞれ 1,750 百万円，1,250 百万円と

計算された。

3．Ｘ1年 4月 1日からＸ2年 3月 31 日までの退職給付支払額は 500 百万円であった。

4．Ｘ2年 3 月 31 日における数理計算（割引率は 4.0 ％に変更した）による退職給付債

務は 29,500 百万円と計算された。

5．数理計算上の差異については，発生年度の翌期から平均残存勤務期間（20 年）にわ

たり定額法で費用処理する方法を採用している。なお，過去勤務費用は発生していな

い。

6．法定実効税率は 40 ％とし，繰延税金資産の回収可能性は常にあるものとする。

退職給付に係る負債 退職給付費用 退職給付に係る調整額

1． 27,500 百万円 3,000 百万円     0 百万円

2． 27,600 百万円 3,100 百万円     0 百万円

3． 29,500 百万円 3,000 百万円 1,200 百万円

4． 29,500 百万円 3,000 百万円 2,000 百万円

5． 29,500 百万円 3,500 百万円 2,000 百万円

6． 29,600 百万円 3,100 百万円 1,200 百万円

問題16
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次の〔資料〕に基づき，Ｘ2年度期末のＰ社の連結貸借対照表に含まれる，連結手続上発

生した繰延税金資産の金額（流動資産および固定資産として表示される繰延税金資産の合

計額）として最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

1．Ｐ社は，Ｘ1年度期首に，Ｓ社の発行済株式総数の 80 ％を取得し，Ｓ社を子会社

とした。当該取得に際して，資本連結手続上，Ｓ社の資産および負債を支配獲得時の

時価をもって評価した結果，Ｓ社が保有する土地について 2,000 千円の評価減が行わ

れた。Ｓ社は，Ｘ2年度期末において当該土地を引き続き保有しており，Ｓ社の個別

財務諸表上，当該土地の評価減は行われていない。

2．Ｘ1年度およびＸ2年度における法人税等の実効税率は，Ｐ社が 33％，Ｓ社が 32％�

である。また，Ｘ2年度においてＸ3年度からの税率が変更された結果，Ｘ3年度か

らの予定実効税率は，Ｐ社が 31 ％，Ｓ社が 30 ％となった。

3．Ｐ社とＳ社の連結会社間取引等に関する事項

⑴　Ｘ1年度における事項

①　Ｐ社は，Ｓ社に対して原価 20,000 千円の商品Ａを売価 25,000 千円で販売し

た。

②　Ｓ社は，Ｐ社から仕入れた商品Ａの半分（12,500 千円）を外部に販売した。

⑵　Ｘ2年度における事項

①　Ｓ社は，Ｘ2年度において，Ｘ1年度にＰ社から仕入れた商品Ａの残りのうち

80 ％（10,000 千円）を外部に販売した。

②　Ｐ社は，Ｓ社に対して原価 30,000 千円の商品Ｂを売価 39,000 千円で販売し

た。

③　Ｓ社は，Ｐ社から仕入れた商品Ｂの 3分の 1（13,000 千円）を外部に販売した。

4．解答に際しては，本問に示されていること以外は考慮しない。

1．2,550 千円	 2．2,615 千円	 3．2,680 千円

4．2,745 千円	 5．2,765 千円	 6．2,785 千円

問題17
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研究開発費およびソフトウェアの会計処理に関する次の記述のうち，正しいものの組合

せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．市場販売目的のソフトウェアに係る製品マスターについて，その機能の改良を行うた

めに主要なプログラムの過半部分を再制作した場合には，追加的な再制作の費用は，ソ

フトウェアの帳簿価額に加算して資産として計上する。

イ．自社で利用するために外部から購入したソフトウェアの導入に当たって，自社の仕様

に合わせるために行う付随的な修正作業の費用は，重要性が乏しい場合を除き，ソフト

ウェアの取得価額に含めて資産として計上する。

ウ．市場で販売されているパッケージソフトウェアの仕様を大幅に変更して，自社のニー

ズに合わせた新しいソフトウェアを制作した場合には，購入したソフトウェアの価額は

無形固定資産として計上するものの，当該制作に係る費用は研究開発費として処理す

る。

エ．機械にソフトウェアが組み込まれ，両者が一体として機能している場合には，当該機

械とソフトウェアを独立した科目として区分するのではなく，一体として処理する。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題18
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次の〔資料〕に基づき，在外支店においてＸ2年度に計上すべき為替差損益の金額として

最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

1．在外支店が作成したＸ2年度のドル建ての損益計算書と貸借対照表

損益計算書

費　　　用 金　　額 収　　　益 金　　額

売 上 原 価 1,000 売 上 高 2,000

減 価 償 却 費   400

支 払 賃 借 料   200

支 払 利 息   100

当 期 純 利 益   300

合 計 2,000 合 計 2,000

貸借対照表

資　　　産 期首 期末 負債及び純資産 期首 期末

現 金 預 金 1,600 1,900 買 掛 金   800 1,000

売 掛 金 1,000 1,300 借 入 金 2,000 2,000

商 品   200   300 本 店 2,000 2,100

備 品 2,000 1,600

合 計 4,800 5,100 合 計 4,800 5,100

2．換算に必要な資料

⑴　Ｘ2年度における為替相場（ 1ドル当たりの為替相場をいう。以下同じ。）は，期

首 108 円，期中平均 110 円，期末 115 円であった。

⑵　商品は，先入先出法によって評価している。期首棚卸高の取得時の為替相場は

106 円，当期仕入高の取得時の為替相場は 112 円であった。なお，商品に評価損は

生じていない。

⑶　備品の取得時の為替相場は，105 円であった。

⑷　本店からの商品の当期仕入高 400 千ドルの取得時の為替相場は，112 円であっ

た。また，本店への送金額 600 千ドルの送金時の為替相場は，114 円であった。

⑸　期首現在の本店における支店勘定は，209,600 千円であった。なお，本支店間に

未達取引はない。

⑹　売上高，支払賃借料および支払利息の換算は，期中平均相場による。

問題19

（単位：千ドル）

（単位：千ドル）
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1．差益　22,500 千円	 2．差益　 5,600 千円	 3．差益　 4,400 千円

4．差損　 1,200 千円	 5．差損　16,600 千円	 6．差損　16,900 千円
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関連当事者の開示に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号

を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．会社Ｘは，会社Ｘの議決権の 5％を保有する株主である製造業を営む会社Ａとの間で

技術援助契約を締結し，技術料を支払っている。当該取引は，それが重要な取引である

場合には，会社Ｘの連結財務諸表において開示対象となる。

イ．会社Ｘは，その関連会社Ｂに製品を販売している。当該取引の重要性の判断に際し

て，売上高には重要性があるが，売掛金残高には重要性がない場合，売上高のみが会社

Ｘの連結財務諸表において開示対象となる。

ウ．会社Ｘは，その連結子会社Ｃに資金の貸付を行っている。当該取引は，それが重要な

取引である場合であっても，会社Ｘの連結財務諸表において開示対象とならない。

エ．会社Ｘは，その重要な子会社Ｄの役員Ｅから倉庫用地を賃借している。当該取引は，

それが重要な取引である場合には，会社Ｘの連結財務諸表において開示対象となる。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題20
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セグメント情報等の開示に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切

な番号を一つ選びなさい。（ 8点）

ア．企業は，セグメント情報の中で同様の情報が開示されている場合を除き，①製品およ

びサービスに関する情報，②地域に関する情報，並びに③主要な顧客に関する情報をセ

グメント情報の関連情報として開示しなければならない。当該関連情報は，報告すべき

セグメントが 1つしかなく，セグメント情報を開示しない企業であっても，開示する必

要がある。

イ．企業は，損益計算書に固定資産の減損損失を計上している場合には，当該企業が財務

諸表を作成するために採用した会計処理に基づく数値によって，その報告セグメント別

の内訳を開示しなければならない。

ウ．企業は，最高経営意思決定機関に対して定期的に提供され，使用されている場合でな

くても，各報告セグメントの利益（または損失），資産および負債の額を開示しなければ

ならない。

エ．企業集団を構成する個々の連結子会社がそれぞれ事業セグメントを構成することはあ

り得るが，連結財務諸表において持分法を適用している関連会社が企業の事業セグメン

トを構成することはない。

1．アイ	 2．アウ	 3．アエ	 4．イウ	 5．イエ	 6．ウエ

問題21
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次の〔資料〕に示される事業セグメントＡ〜Ｇのうち，量的基準の観点から，報告セグメ

ントとして開示が要求される事業セグメントの組合せとして最も適切なものの番号を一つ

選びなさい。（ 8点）

〔資料〕

当社の各事業セグメントの売上高，利益額（損失額）および資産額

（単位：百万円）

事業セグメント Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 計

外部顧客への売上高 2,500 3,550 6,400 1,700 3,500 4,600 2,150 24,400

セグメント間売上高 ― ― 5,500 6,350 ― 　― ― 11,850

売上高合計 2,500 3,550 11,900 8,050 3,500 4,600 2,150 36,250

利益額（損失額） （300） 500 3,900 （250） 850 600 （530） 4,770

資産額 1,300 6,500 7,800 1,000 2,000 1,900 1,500 22,000

1．ＡＢＣＥＦ	 2．ＡＣＤＥＦ	 3．ＡＣＥＦＧ

4．ＢＣＤＥＦ	 5．ＢＣＥＦＧ	 6．ＣＤＥＦＧ

問題22



25 280529

平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論

平成29年第Ⅱ回短答式財務会計論 Ｍ1―29

平
成
29
年
第
Ⅱ
回
短
答
式
財
務
会
計
論

Ｐ社の連結財務諸表作成に関する次の〈前提条件等〉および〔資料Ⅰ〕〜〔資料Ⅲ〕に基

づき， 問題23 〜 問題26 に答えなさい。

〈前提条件等〉

1．Ｐ社およびＳ社の会計期間は，いずれも 12 月 31 日を決算日とする 1年である。

2．Ｐ社およびＳ社の間には，〔資料Ⅰ〕に示されたもの以外の取引はない。

3．のれんは，発生した年度の翌年度から 5年間にわたり定額法により償却する。

4．連結キャッシュ・フロー計算書における利息および配当金の表示区分については，

受取利息，受取配当金および支払利息を「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に，支払配当金を「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法を採用

するものとする。

5．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は，連結貸借対照表の「現金及

び預金」と一致している。

6．Ｐ社およびＳ社が所有している投資有価証券は，原価法で評価されている。

7．税効果は考慮しない。

〔資料Ⅰ〕　連結財務諸表作成に関する事項

1．Ｐ社は，Ｘ1年度末にＳ社（Ｘ1年度末における純資産の内訳は，資本金 7,000 百万

円，利益剰余金 3,600 百万円である。）の発行済株式総数の 60 ％を 8,200 百万円で取

得し，Ｓ社に対する支配を獲得した。

2．支配獲得時（Ｘ1年度末）におけるＳ社の土地の貸借対照表価額は 5,000 百万円であ

り，時価は 6,500 百万円であった。Ｘ1年度末からＸ3年度末までの間，当該土地は

売却されていない。なお，土地以外の資産および負債の貸借対照表価額と時価は一致

していた。

3．Ｐ社は，Ｘ3年度末にＳ社の発行済株式総数の 10 ％を 1,400 百万円で追加取得し

た。その際，付随費用 60 百万円を支出しており，個別財務諸表上，Ｓ社株式を取得

原価 1,460 百万円で計上している。また，この付随費用は，連結財務諸表上では，追

加取得時に要した関連費用として費用処理する。

4．Ｐ社は，Ｘ2年度よりＳ社へ商品の一部を掛けで販売している。なお，Ｐ社からＳ

社への商品販売においては，毎期，原価に 15 ％の利益が加算されている。

5．Ｘ3年度におけるＰ社からＳ社への売上高は 13,800 百万円であった。

6．Ｓ社の商品棚卸高に含まれているＰ社からの仕入分は次のとおりである。

Ｘ2年度末残高　1,840 百万円　　　Ｘ3年度末残高　1,380 百万円

7．Ｐ社の売掛金残高のうちＳ社に対するものは次のとおりである。

Ｘ2年度末残高　4,000 百万円　　　Ｘ3年度末残高　3,500 百万円

問題23〜26
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8．Ｐ社は，Ｓ社への売掛金に対して貸倒引当金を設定していない。

9．Ｓ社は，Ｘ3年度に剰余金の配当 600 百万円を行っており，そのうちＰ社に対する

配当は 360 百万円であった。なお，Ｓ社は，Ｘ2年度には剰余金の配当を行っていな

かった。

〔資料Ⅱ〕　Ｐ社およびＳ社の個別財務諸表

貸借対照表

（単位：百万円）

Ｐ社 Ｓ社

Ｘ2/12/31 Ｘ3/12/31 Ｘ2/12/31 Ｘ3/12/31

現金及び預金 7,080 11,620 3,900 4,210

売掛金 14,000 18,500 7,500 9,000

　貸倒引当金 △200 △300 △150 △180

商品 6,500 4,800 2,960 2,070

土地 16,000 16,000 5,000 5,000

その他の有形固定資産 15,500 18,120 ― ―

　減価償却累計額 △7,500 △8,640 ― ―

投資有価証券 7,600 6,600 1,800 2,250

Ｓ社株式 8,200 9,660 ― ―

　資産合計 67,180 76,360 21,010 22,350

買掛金 13,200 14,850 6,200 5,830

短期借入金 ― ― 2,170 1,640

未払利息 260 380 ― ―

未払法人税等 1,620 2,040 840 1,280

長期借入金 12,000 13,200 ― ―

リース債務 ― 1,120 ― ―

　負債合計 27,080 31,590 9,210 8,750

資本金 18,000 20,000 7,000 7,000

資本剰余金 6,300 6,300 ― ―

利益剰余金 15,800 18,470 4,800 6,600

　純資産合計 40,100 44,770 11,800 13,600

　負債及び純資産合計 67,180 76,360 21,010 22,350
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損益計算書

（単位：百万円）

Ｐ社 Ｓ社

Ｘ3/1/1〜
Ｘ3/12/31

Ｘ3/1/1〜
Ｘ3/12/31

売上高 68,000 34,200

売上原価 52,600 25,800

　売上総利益 15,400 8,400

販売費及び一般管理費 8,260 3,890

　営業利益 7,140 4,510

受取利息及び配当金 730 150

支払利息 680 70

投資有価証券売却益 270 ―

　税引前当期純利益 7,460 4,590

法人税等 3,140 2,190

　当期純利益 4,320 2,400

〔資料Ⅲ〕　Ｘ3年度におけるその他の情報（なお，この情報は既に各社の個別財務諸表に

反映済みである。）

〈Ｐ社〉

1．期末に貸倒引当金繰入額 100 百万円と減価償却費 1,140 百万円を計上した。なお，

当期に貸倒れはなかった。

2．当期にファイナンス・リースで資産を調達し，その他の有形固定資産勘定とリース

債務勘定に 1,220 百万円を計上した。当期におけるリース料の支払額は 110 百万円

（うち，利息分 10 百万円）である。また，このほかに，当期にその他の有形固定資産

1,400 百万円を取得しているが，売却はなかった。

3．当期に株式発行により 2,000 百万円，長期借入金により 1,200 百万円を資金調達し

た。なお，当期に長期借入金の返済はなかった。

4．当期に帳簿価額 1,000 百万円の投資有価証券を 1,270 百万円で売却した。なお，当

期に投資有価証券の取得はなかった。

5．当期に剰余金の配当 1,650 百万円を行った。

〈Ｓ社〉

1．期末に貸倒引当金繰入額 30 百万円を計上した。なお，当期に貸倒れはなかった。

2．当期の投資有価証券の取得額は 450 百万円であり，売却はなかった。

3．当期の短期借入金の返済額は 530 百万円であり，新規の借入れはなかった。
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Ｘ2 年度末に作成された連結貸借対照表における利益剰余金の金額として最も適切なも

のの番号を一つ選びなさい。（ 6点）

1．15,612 百万円	 2．15,852 百万円	 3．15,912 百万円

4．16,092 百万円	 5．16,332 百万円	 6．16,812 百万円

Ｘ3年度末に作成される連結損益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益の金

額として最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 6点）

1．4,972 百万円	 2．5,032 百万円	 3．5,212 百万円

4．5,272 百万円	 5．5,452 百万円	 6．5,512 百万円

Ｘ3年度末に作成される連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動によるキャッ

シュ・フローの金額として最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 6点）

1．4,820 百万円	 2．4,940 百万円	 3．5,290 百万円

4．5,670 百万円	 5．6,030 百万円	 6．6,150 百万円

Ｘ3年度末に作成される連結キャッシュ・フロー計算書における財務活動によるキャッ

シュ・フローの金額として最も適切なものの番号を一つ選びなさい。（ 6点）

1．△1,080 百万円	 2．△720 百万円	 3．△480 百万円

4．　  780 百万円	 5．　920 百万円	 6．1,020 百万円

問題23

問題24

問題25

問題26


